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1. はじめに 

 既存超高層建物の長周期地震動に対する耐震補強方法として, 制

振ダンパーを用いた制振補強の有用性が認められている。ただし, 超

高層建物に対して制振補強を施す場合, 建築計画上のダンパー設置

箇所の制約条件や主架構の全体曲げ変形による上層部のダンパーの

稼動効率の低下など課題が多い。そこで筆者らは, 損傷の集中する傾

向にある超高層建物の下層部にのみ履歴減衰型ダンパー（以後, 履歴

ダンパー）もしくは粘性減衰型ダンパー（以後, 粘性ダンパー）を部

分配置する下層部分制振補強を提案し, その応答低減効果や主架構

への影響を検討してきた

1) 
。 

 本報は, 時刻歴応答解析を通して, 下層部に部分配置した履歴・粘

性ダンパーのエネルギー吸収能力をその評価指標に主眼を置いて検

討した結果を報告するものである。 

 

2. 解析条件概要 

2.1 検討対象建物概要 

 検討用解析モデルは,  1980 年代以前に建設された初期の純ラー

メン構造の超高層建物を想定した地上 21 階の鋼構造建物である

 1) 
。

使用部材断面を表 1 に, 検討モデルの軸組図, 伏図および制振ダン

パーの配置箇所を図 1 にそれぞれ示す。建物重量は,  115346.5 kN 

である。解析には, 剛床を仮定した 3 次元立体架構モデルを用い,  

X 方向への 1 方向入力とした。構造減衰は, 減衰定数 h = 2 % の初

期剛性比例型とし, 主架構のみに与える。なお, 主架構は弾性とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 制振ダンパー概要 

 本報では, 制振ダンパーを下層 20%, 40%, 60% および全層 100% 

に配置した場合を対象に検討を行う。履歴ダンパーを配置したモデ

ルを H20, H40, H60, H100, 粘性ダンパーを配置したモデルを V20, 

V40, V60, V100 とダンパー配置層数によってそれぞれ呼び分ける。

以降, 左添え字 h ,  v はそれぞれ履歴ダンパー, 粘性ダンパーの値

を意味する。 

 履歴ダンパーには, 座屈拘束ブレースを採用し, 塑性化部には, 

LY225 材（降伏応力度 225 N/mm2
）を用いる。ダンパーの塑性化部

長さは, 部材長さの 1 / 4 とし, 完全弾塑性型の復元力特性を用いる。

議論を明確にするため, 本研究では両ダンパーの支持部材を含む塑

性化部以外を剛と仮定した。第 1 層のダンパーの降伏層せん断力 

hQy1 は, 下式より算出する。 

∑=
=

N

i
iyhyh gmQ
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ここで,  hαy1：第 1 層のダンパーの降伏層せん断力係数,  N：全層数,  

mi：各層の質量,  g：重力加速度であり, 本報では,  hαy1 を履歴ダン

パーの投入量として用いる。各層のダンパーの降伏層せん断力 h Qyi 

は,  h Qy1 を基準とし, Ai 分布に基づく設計用層せん断力分布をもと

に図 2 に示すように 4 段階に分布した。 

 粘性ダンパーは, 線形粘性ダッシュポットと弾性バネを直列結合

したMaxwellモデルで構成する。内部剛性 v Ki は, 粘性係数 Ci を用

いて算出した（ v Ki = 9 Ci ）。非定常振動において最大層間変形 δ maxi 

が発生した 1 ループにおけるダンパーの最大減衰力 v Qmaxi が,  

δ maxi を最大振幅とした定常振動における v Qmaxi と等しいと仮定す

ると,  v Qmaxi は固有円振動数 ω 0 を用いて下式で表せる。 

iiiv CQ  max0 max  δω ⋅⋅=                  (2) 

本報では, 最大層間変形角 0.01 rad 時の δ maxi における 1 ループあ

たりのエネルギー吸収量 W1i が履歴ダンパーと等しくなるように, 

粘性ダンパーを設定する。W1i はそれぞれ下式より算出される。なお,  

hδyiはダンパーの降伏変位である。 

( ) iivivyihiyihih QWQW  max max1 max1 , 4 δπδδ ⋅⋅=−= 　　　　    (3a,b) 

つまり,  Ci は h Qyi を用いて下式で表される。 
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2.3 解析用入力地震動概要 

 入力地震動には, 速度応答スペクトルを 0.8 m/s に基準化した告

示波 ART HACHI（位相特性：Hachinohe 1968 EW）および ART KOBE

（位相特性：JMA KOBE 1995 NS）に加えて, 長周期地震動として東

海・東南海地震の予測波 C-SAN-EW を採用する。図 3 に速度応答

スペクトル S V（h = 5%）およびエネルギースペクトル V E（h = 10%）

をそれぞれ示す。 
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図1 対象建物の軸組図・伏図 

Ai分布に 
基づく設計用 
層せん断力分布 

柱 □-450x450x16x16 ～ □-600x600x40x40
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表1 使用部材断面表 

制振ダンパー 

図2 降伏層せん断力の分布 
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3. 時刻歴応答解析に基づく応答評価 

3.1 エネルギー吸収率と評価指標に関する考察 

 本節の検討では,  hαy1 = 0.06 を採用する。図 4 にC-SAN-EW入力

時における入力エネルギー E に対するダンパーのエネルギー吸収

率 Wi / E, 層間変形角 R , 実効変形比 αe , ダンパーの等価繰返し数 

ni の高さ方向分布を示す。αe は最大層間変形に対するダンパーの最

大変形の水平方向成分 δdmaxi の割合であり,  ni は下式で算出する。 

( ) 　　　　　
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 図 4 (a) より, 粘性ダンパーのエネルギー吸収率は, 同図 (b) の層

間変形の大小に従っている。一方, 履歴ダンパーは, 下層部では粘性

ダンパーを上回っているのに対して, 上層部ではほとんどエネルギ

ーを吸収していない。これは, 同図 (c) の実効変形比の低下が要因で

あると考えられる。履歴ダンパーの連層配置は, 柱の軸伸縮を誘発し, 

主架構の全体曲げ変形を招きやすいが, 部分配置を採用することで 

αe の改善が見られる。同図 (d) より, 履歴ダンパーの等価繰返し数

は, 下層部では粘性ダンパーを上回る一方で, 上層部では大きく劣り, 

Wi / Eと同様の傾向を示している。また, 両ダンパーとも配置層数に

よる ni の大きな差異は認められなかったが, 履歴ダンパーは部分配

置した場合, 切り替わり層における ni の増大が確認された。 

3.2 ダンパーの最大変形と等価繰返し数に関する考察 

 図 5 に各地震動入力時における各層の δdmaxi と ni を単位地震動

の反復数 f 値 2) 
で除した値 ni / f の関係を示す。本節では,  hαy1 = 

0.01,  0.03,  0.06 の検討結果を示し, プロットは Wi / E の範囲で大別

する。また, 図中には,   ni / f = 2.0  3) 
の値を併記している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5 (a) より,  h ni / f は,  δdmaxi の増加に伴い増大傾向を示してお

り,  δdmaxi が大きい範囲では v ni / f より高い値となる。一方, 入力レ

ベルに対して hαy1 が過大な場合や αe の低下により δdmaxi が小さ

い上層部のダンパーにおいては h ni / f = 2.0 を下回る結果を示した。

hni / f = 2.0 以下のダンパーは概ね hWi / E ≦ 0.02 に属し, ほとんど

エネルギーを吸収していないが, 部分配置を採用することで hWi / E 

= 0.02 を下回るプロットの数は大きく減少し, 設置しているダンパ

ーの効率的な稼動が認められた。同図 (b) の v ni / f は, ダンパーの配

置層数や投入量, 入力地震動によらず全層で安定して v ni / f = 2.0 以

上の値を示しており,  δdmaxi による増減は見られない。vWi / E は, 上

層部のダンパーのみ 0.02 を下回る場合が確認されたが, 履歴ダンパ

ーと比べてその数は少なく, 多くのダンパーが有効に機能している。 

 

4. まとめ 

 履歴ダンパーは, 大変形時において高い ni / f ,  Wi / E を示すが,  

αe の低下により δdmaxi を稼げない上層部ではWi / E が著しく低減し

た。また, 部分配置を採用することで αe が改善し,  Wi / E の向上が

確認された。一方, 粘性ダンパーは, 上層部における αe の低減量が

小さく, ダンパー設定や入力地震動によらず全層で安定した ni / f ,   

Wi / E を示した。 
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図4 応答性状の高さ方向分布（C-SAN-EW入力時） 
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